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第３回会合における高村委員・藤野委員からの御意見に対する業界団体回答

業界として想定しているBAT（特にスライド4の対策メ
ニューのコークス炉効率改善、発電設備の効率改
善、省エネ強化）と、そのBATと目標との関係につい
てご教示ください。

・ＢＡＴについては、別添リスト（「Full List of Technologies for CO2
Emission Reduction and Energy Saving in World Steel Industry」）の
他、その後開発された技術（SCOPE21等）を追加。
・コークス炉効率改善、発電設備の効率改善、省エネ強化について
は、目標設定において、設備更新のタイミングで最先端技術が導入さ
れる場合の削減ポテンシャルを積み上げたもの。

対策メニューに削減量は記載されておりますが、メ
ニューごとに詳細（技術レベルでの内訳（特に③・
⑤）、対策導入量（基数やシェアなど、現状値も含
む）、省エネ量（燃料・電力別）、技術の普及のため
に必要な投資額など）を教えていただけますでしょう
か。

・フェーズⅡの削減目標900万トンは、対策メニュー毎の数字を約束す
るものではなく、それぞれの対策において最大限の導入を行った場合
の削減ポテンシャルを算定し、結果として積みあがった900万トンを目
標としたものである。
・削減ポテンシャルの算定に当たっては、それぞれの設備毎に一律に
寿命を設定し、2030年度までに当該寿命を迎えるものが、最先端のも
のに置き換わることを想定している。
・他方、実際に当該設備が更新されるか否かは、それぞれの操業状
態、立地環境（敷地制約や関連する他の設備への影響等）などに大き
く左右されるものであることから、900万トン削減達成が当初の技術別
の目安量通りに進むことは担保できない。

仮に、低炭素社会実行計画フェーズⅡの目標を達
成できなかった場合の具体的な対応をご教示くださ
い。

・2030年時点における国際枠組みや国内制度が未定であり、どのよう
な担保措置が取り得るかについては、現時点で不明であることから、
引き続いての検討事項とする。

事業所の生産量あたりのエネルギー原単位と排出
原単位の分布をご教示ください。

・低炭素社会実行計画は参加会社全社の最適のプロダクトミックスの
もとでCO２排出削減に取り組んでおり、事業所毎のデータ比較は意
味を成さないことから、提出できない。

2030年の全国粗鋼生産量12,000万トンの内、高機
能鋼材の生産見通しについて教えて頂けますでしょ
うか。

・2030年の粗鋼生産量の生産構成については、2005年度並みを想
定。
・なお、2005年度時点の品種別鋼材の比率については、主に製造業
向けが多いと考えられる鋼板類が62％、主に建設向けが多いと考え
られる条鋼類が27％を占めている。

スライド４枚目のフェーズⅠの削減量は何年以降に
導入された対策による削減量を示しているのでしょう
か。

・2005年度の技術レベルを基準としている。

スライド４枚目のフェーズⅡの削減量は2021～2030
年の間に導入された対策による削減量でしょうか、
それとも、フェーズⅠの期間に導入された対策によ
る削減量も含まれているのでしょうか。

・フェーズⅠ.フェーズⅡとも2005年度の技術レベルを基準としており、
フェーズⅡの900万トン削減はフェーズⅠの500万トン削減を含むもの
である。

指 摘 回 答

全国粗鋼生産量の基準ケースとして1.2億トンと設定
した根拠とそれに関する資料をご教示ください。

日
本
鉄
鋼
連
盟

・長期エネルギー需給見通し再計算（2009年8月）
・革新的エネルギー環境戦略（2012年9月）

「エコソリューション」の2030年断面の日本の貢献量
の8,000万トンや「エコプロダクト」の貢献量の4,200万
トンはどのように推定したのでしょうか。

・エコソリューションの8,000万トンについては、RITEに提供頂いた「世
界のCO2排出半減シナリオの分析」における、各地域の2030年時点
の鉄鋼生産想定と、TRT、CDQ等の主要省エネ設備の普及率想定か
ら、鉄鋼連盟において設備毎の削減効果を求め、この効果の内、一
定の割合が日系企業からの設備供給によってもたらされるものと仮定
して算定した。
・エコプロダクトの4,200万トンについては、日本エネルギー経済研究
所により、対象とする5品種の高機能鋼材における、毎年度断面の削
減効果を試算しているものである。削減効果は、高機能鋼材を使用し
た場合と通常の鋼材を使用した場合の軽量化による燃費改善や高温
強度を高めることによる発電効率の改善から、高機能鋼材を製造する
ことによる製鉄プロセスでの増エネを控除したネットで評価している。
2030年の削減効果は、5分野の最終製品が足元の需要レベル一定の
まま、毎年度蓄積していくという仮定の下、2030年時点に社会ストック
として蓄積した最終製品の削減効果を試算したものである。

NO.
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現時点では2030年の活動量が設定されていません
が、先日、経済産業省から公表された「石油化学産
業の市場構造に関する調査」でも国内外の需給構
造の変化によるエチレン生産量への影響が指摘さ
れているところ、活動量の具体的な想定を今後明ら
かにしていただきたいと思います。

2012年のエネルギーミックスの選択肢の原案に関する基礎データに
おける成長戦略ケースをもとに、2030年の活動量を設定している。具
体的には、エチレン生産量は690万トン、その他の化学製品は、化学
の鉱工業生産指数124（2005年=100）を想定している。

業界として想定しているBPTをご教示ください。
IEAの「Technology Transisions for Industry」(2009)に記載されている
エチレン製造設備の省エネプロセス技術と苛性ソーダ+蒸気生産設備
の省エネプロセス技術をBPTとして想定している。

フェーズⅠにおいてBPTの導入と省エネの推進に
よって150万kLの削減を見込まれていますが、これ
は2005年原単位に基づく2020年BAUと2020年排出
量見通しとの差と理解しています。このうち、これま
でに導入された技術によって既にどの程度の削減
が見込まれているのでしょうか。また、BPTの導入と
省エネの推進による削減の上積みは2021年以降に
どの程度見込むことができるのでしょうか。

以下に示すようにBPTの導入と省エネの推進により150万トンの削減
を見込んでいるが、これは削減ポテンシャルであり、個々の数値をコ
ミットするものではない。

・主要プロセスの削減ポテンシャル
　IEAが示すBPTの導入による削減（原油換算：33.3万kl,　CO2排出
　削減75万トン）
  ①エチレン製造装置の省エネプロセス技術　15.1万kl
  ②か性ソーダ＋蒸気生産設備の省エネプロセス技術　18.2万kl
・削減ポテンシャルが設定できないプロセスについての改善
　省エネ努力の継続：2020年までに10%の省エネ（原油換算：33.3万kl,
　CO2排出削減　75万トン）

2021年以降は、省エネの更なる推進により、50万トンの上積みを見込
んでいる。

2030年の削減量には革新技術の実用化が必要との
ことですが、実用化が考えられる技術を教えていた
だけますでしょうか。

人工光合成（CO2と水を原料に太陽エネルギーで化学品を製造）やバ
イオマス利活用（非可食バイオマス原料から化学品を製造）等の実用
化が考えられる。

2030年のBAU見通しと排出量見通しも示して頂けま
すでしょうか。

2030年度のBAU見通しは7,418万t-CO2、排出量見通しは7,218万t-
CO2を想定している。

フェーズⅠ・Ⅱの削減について、対策技術ごとに、対
策導入量（基数やシェアなど、現状値も含む）、省エ
ネ量（燃料・電力別）、技術の普及のために必要な
投資額などを教えて頂けますでしょうか。

上記回答を参照されたい。

NO. 指 摘 回 答

日
本
化
学
工
業
協
会

フェーズIの「2020年BAUから150万t-CO2削減を目
指す。（2005年基準）」という目標に向けた進捗状況
をご教示ください。

2013年度の実績は、BAUからの削減量が201万t-CO2と目標水準と
比較した進捗率は134%となった。

仮に、低炭素社会実行計画フェーズⅡの目標を達
成できなかった場合の具体的な対応をご教示くださ
い。

低炭素社会実行計画は開始したばかりで、まずは目標達成に最大限
努力する。未達の場合の具体的な対応については今後の課題と考え
ている。
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基準年度を2008年～2012年の５年間平均とすると、CO2削減目標は
ＢＡＴごとの温暖対策により75万トン前後になるが、2005年度を基準年
とすると、ほぼ同レベルの286万トンとなる。

フェーズⅠ（～2020年）・Ⅱ（2021～2030年）の削減
について、対策技術ごとに、対策導入量（基数や
シェアなど、現状値も含む）、省エネ量（燃料・電力
別）、技術の普及のために必要な投資額などを教え
て頂けますでしょうか。

フェーズⅠ（～2020年）においては、省エネ投資で原油12万ＫＬ削減、
燃料転換投資で37万ＫＬ削減、省エネ投資及び燃料転換投資で約
2,800億円、高温高圧ボイラーを２基設置で4万ＫＬ削減し300億円、計
約3,100億円。フェーズⅡ（2021～2030年）においては、投資額は未だ
試算していないが、省エネ投資で原油18万ＫＬ削減、燃料転換投資で
83万ＫＬ削減、高温高圧ボイラーを３基設置し、7万ＫＬ削減。

仮に、低炭素社会実行計画フェーズⅡの目標を達
成できなかった場合の具体的な対応をご教示くださ
い。

地球温暖化対策の国際的な枠組みが決定していない現段階におい
て、目標が達成できなかった場合の具体的な対応を検討することは
困難。

業界として想定するBATもご教示ください。
①バイオマス・廃棄物及び低炭素燃料の利用による燃料転換、②最
新の省エネ設備・機器の積極的な導入、③高温高圧回収回収ボイラ
への更新

事業所の製造プロセスにおけるエネルギー効率の
分布をご教示ください。

事業所ごとのエネルギー分布は、それぞれの製造品目や立地条件に
よって大きく差異があるが、そういった背景の説明のないままにデータ
を公開することは企業機密上からも問題。

スライド３枚目について、総エネルギー原単位がほ
ぼ横ばいの状態が続いている理由を示して頂けま
すでしょうか。

製品の品質改善のために追加するエネルギーが必要になってくること
と、再生可能及び廃棄物燃料のへの転換の際には、水分、不純物等
に対して前処理する必要があるため。

スライド４枚目について、近年、燃料転換への投資
がほとんど行われておらず、その効果も限定的と
なっている理由を教えて頂けますでしょうか。

リーマンショックを境に企業環境が悪化したことと、再生可能及び廃棄
物燃料の調達が他の業界との競合が激化したため。

2005年度のＢＡＵからCO2削減を削減することを目標にしているが、
化石エネルギー原単位で見た場合には、FITの影響を受け燃料転換
が厳しい状況になることを想定しているため、バランスが良好だった過
去の実績よりも悪化する場合もあり得る。

2030年度の生産量見通しとして、全国2,719万トンと
する根拠を教えてください。また、CO2削減目標75万
トン前後についてもその設定根拠を教えてください。

日
本
製
紙
連
合
会

NO. 指 摘 回 答

日本エネルギー経済研究所と意見交換した上で、業界独自で経済成
長、人口等と各品種ごとの相関を勘案して積み上げた結果。

2030年度の生産量見通しとして、「全国で2,719万ト
ン」を採用した根拠とそれに関する資料をご教示くだ
さい。

また、燃料転換投資及び省エネ投資により削減され
た化石エネルギー量の数量とその効果を教えて頂
けますでしょうか。

2000年～2013年までの累計で、燃料転換投資で削減された化石エネ
ルギーは58PJ、省エネ投資で削減された化石エネルギーは71PJで、
燃料転換が大きな効果があるものの期間が限定されるのに対して省
エネ投資はコンスタントな効果があると言える。

2020年の原単位（11,550MJ/t）が2009年度実績
（11,269MJ/t）よりも悪化しているのはなぜでしょう
か。
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紙・板紙生産見通し（暫定値） 
 

2014.12.12 
 
○紙・板紙生産＝紙生産＋板紙生産 

・紙生産＝β１（民間消費）＋β２（政府消費）＋β３（民間投資）＋β４（住宅投資） 

＋β５（人口）＋β６（タイムトレンド）＋ε２ 

 

・板紙生産＝γ１（民間消費＋輸出）＋γ２（食品製造業ＩＩＰ） 

＋γ３（農林水産業ＩＩＰ）＋ε３ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

7

（日本製紙連合会補足資料）



 

・活動量については、日本エネルギー経済研究所と意見交換をするとともに、日本製

紙連合会においても、経済成長、人口等のマクロ想定を所与として品種ごとの相関

を基に推計を行った。その結果、今後の傾向及び水準ともにほとんど差異のない見

通しとなった。 

・生産量は通常、為替水準によって大きく振れることに留意する必要があるが、大き

な方向性としては、人口減少に伴い減少する。ただし、段ボール原紙等の板紙部門

は比較的堅調に推移する一方、インターネット等の普及の影響により新聞用紙が減

少傾向をたどり、ペーパーレス化に伴い、印刷・情報用紙の生産が低迷するものと

みられ、紙部門が減少するものと推定されるなど、製品の種類によって傾向が異な

る。 

・また、人口の減少だけでなく、老齢化の影響が予想されるが、中でも衛生用紙にお

いては、大きな影響を受けるものとみられる。 
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  製紙業界の「低炭素社会実行計画フェーズⅡ」 

2014 年 12 月 22 日 
日 本 製 紙 連 合 会 

 
 製紙業界は国内の事業活動から排出される CO2の削減について、従来の 2020 年度を目標と

した低炭素社会実行計画に加え、2030 年度を目標とした「低炭素社会実行計画フェーズⅡ」を

策定する。 
 低炭素社会実行計画の基本方針「省エネ、燃料転換、熱利用等高効率化技術の導入」に基づ

きエネルギー効率の更なる向上を図るとともに、革新的技術による低炭素製品の開発を進め他

部門での排出削減による主体間連携の強化を目指す。森林資源による CO2 吸収備蓄量を増や

すため、国内外の植林面積の拡大および植林地の CO2 吸収量の増大に努め、今後とも地球温

暖化対策に積極的に取り組む。 
 なお、当該実行計画は目標年次までの期間が長期にわたるため、業界を取り巻く情勢等、著し

い環境の変化が起きた場合には目標内容の見直しを行う。 
 
 
１．2030 年度までの削減目標 
 

表１．2030 年度における CO2削減量試算 
  2005 年度を

基 準 と し て 、

2030 年度の全

国 生 産 量 を

2,719 万トン、製

紙連合会 FU 対

象生産量 2,390
万ﾄﾝ（87.9%）と

するならば 2030
年度 BAU 排出

量から 286 万

t-CO2 削減する

ことを目指すも

のとする。この

量は一般的な省

エネルギー、バ

イオマスや廃棄物の利用による燃料転換、高温高圧回収ボイラーへの更新の 3 本柱を想定し

ているが、バイオマスエネルギー高効率転換技術の実用化等が進めば更に深堀りすることは

可能である。  
なお、品質対策、省力化、環境対策等による増エネルギーおよび購入電力の排出係数の影

響は考慮していない。 

 
FU生産

量 
（万 t） 

化石エネルギー 化石エネルギー起源 CO2 
消費量 原単位 排出量 原単位 
（TJ） （MJ/t） （万 t） （t-CO2/t） 

1990 年度実績 2,515 366,965 14,589 2,585 1.028 
2005 年度実績 2,744 339,056 12,356 2,491 0.908 

指数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
2020 年度 BAU 2,472 305,414 12,356 2,244 0.908 
2020 年度の目標 2,472 286,498 11,591 2,105 0.852 

指数 90.1 84.5 93.8 84.5 93.8 
削減量見通し    139  

2030 年度 BAU  2,390 295,308 12,356 2,170 0.908 
2030 年度の目標  2,390 256,280 10,723 1,884 0.788 

指数 87.1 75.6 86.8 75.6 86.8 
削減量見通し     286  
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２．2030 年度までの吸収源造成目標 
    製紙業界は製紙原料の安定的な確保のみならず、CO2吸収源としての地球温暖化防止を

図る観点から、2020年度までに所有又は管理する国内外の植林地の面積を 1990年度比で

42.5 万 ha 増の 70 万 ha とするとともに、2030 年度までに 1990 年度比で 52.5 万 ha 増の

80 万 ha とすることを目標とする。その実施に当たっては、当該植林適地の CO2吸収量の増

大を図るため、持続可能な森林経営を積極的に推進するとともに、最適な植栽樹種の選択、

成長量の大きい種苗の育種開発、効果的な施肥の実施等に努める。 
 
 
３．主体間の連携の強化 
  ○次世代素材のセルロースナノファイバーを自動車や家電製品等の部材に利用することで軽

量化や消費エネルギーの削減効果が期待され、使用段階での CO2削減に寄与することか

ら、産官学のコンソーシアム「ナノセルロースフォーラム」を中心として垂直連携により実用

化を加速する。 
  ○廃材、廃プラスチック、廃タイヤ等を燃料として利用することにより他業界における産業廃

棄物の減量化に加えて、焼却灰を再資源化することにより地球温暖化対策にも貢献するこ

ととなる。 
 
 
４．国際貢献の推進 
  ○1990 年度以降本格化した海外植林は 10 カ国で 34 プロジェクト、植林面積は約 50 万 ha

に達しており、今後とも積極的に進めていくこととする。 
  ○紙製品の軽量化は省資源化にもつながり、輸送段階での CO2 削減に貢献する。日本の用

紙軽量化技術が海外に普及するならば波及効果が期待される。 
 
 
５．革新的技術の開発 
  ○バイオマスエネルギー等高効率転換技術 
     バイオマス利用の主流である直接燃焼方式に代わって、ガス化あるいは液化してエネル

ギー変換効率や利便性を向上させる技術。 
  ○高度バイオマス産業の創造 
    ・セルロースナノファイバー（上述） 
    ・バイオ燃料、バイオ化学品 … 食料と競合しない木質系セルロース原料から安価にエタ

ノールや機能性を有するバイオプラスチック等の化学品を製造する技術。 

10



1

2

3

4

5

6

7

セ
メ
ン
ト
協
会

フェーズⅠ（～2020年）・Ⅱ（2021～2030年）の削減
について、対策技術ごとに、対策導入量（基数や
シェアなど、現状値も含む）、省エネ量（燃料・電力
別）、技術の普及のために必要な投資額などを教え
て頂けますでしょうか。

・セメント協会は2002年に「省エネルギー・省資源技術に関する報告
書」（弊会HPでDL可能）を公表し、省エネ設備・技術に係る情報を公
開しています。
・この内容については、アジア太平洋パートナーシップ（APP）セメント
部会でも取り上げられ、各国の技術者が集まり検討された中、取り組
み成果として省エネルギーの技術ブック集として作成されております
ので、ご参考いただければと存じます。

スライド４枚目の表に記載された５技術は、2030年
までには100%普及しているのでしょうか？普及して
いない場合にはその理由を教えてください。

・2030年度における、それぞれの技術の普及は必ずしも100％となる
と想定していません。
・その理由は、省エネ設備の普及において立地上の制約があります。
すなわち、大きな設備の場合、設置できないこともあります。また、経
済合理性が低い場合は、導入されないこともあります。

7ページの「エネルギー効率の国際的比較」を興味
深く拝見しておりますが、このような日本国内の事業
所の生産効率の分布をご教示ください。

・個社の状況は把握しておりますが、出荷や原材料調達に伴う地域
差、原料事情やエネルギーとして利用しているものの品位、等、数値
のみで評価することは誤解を招く恐れがあり公表は差し控えさせて下
さい。
・なお、業界内では自社がどの程度の位置にいるか全社把握する仕
組みとなっており、そのことは自社の取り組みを進める要因にもなって
おります。

49MJの削減は省エネ設備の導入による省電力を見込んだものです。
CO2削減量の目標値は示しておりませんが、このエネルギー削減量
について、仮に現時点の受電端のエネルギー換算係数＜標準発熱
量＞（3.60MJ/kWh）、電事連発表の2013年度調整後排出係数＜クレ
ジットあり＞（5.70t-CO2/万kWh）、セメント生産量を5,558万ｔとして試
算すると、最大で約423千ｔとなります。

スライド７枚目のグラフでは、日本は他の先進国と
比較して、化石燃料の代替比率が進んでいないよう
に見えますが、この違いは何に起因するのでしょう
か。

・まず、エネルギー代替廃棄物の使用に関し、技術的に日本は世界
最高水準にあり、また処理能力も十分にあります。
・ただし、近年、可燃性廃棄物の排出量が増加していない中で、セメン
ト業界以外でのエネルギー代替廃棄物の使用が進んできたため、競
合状態となっており、セメント製造における使用率も近年はほぼ横ば
いとなっています。

・欧州との代替廃棄物使用率の差異は技術的な理由によるものでは
なく、国・地域による廃棄物の流通政策や産業界での利用バランスの
違いよるものと考えらます。
・欧州では廃棄物の埋め立てが法律で制約されていることも背景とし
て考えられます。
・特にドイツでは、廃プラスチック処理の規制があり、原則、再利用もし
くは再資源化を行なうが、大きさが小さなものであればエネルギー代
替としての使用が認められているようです。

原単位目標だけではなく、業界としてのCO2削減総
量も示して頂けますでしょうか。

業界として想定しているBATとそのBATと目標との
関係をご教示ください。

・セメントの製造においては種々の省エネ設備および技術があります
が、スライド4枚目に示しました5つの省エネ設備は省エネ効率または
省エネ量が大きい設備でありBATに位置付けられます。
・スライドの6枚目に示しました削減目標(暫定値)49MJ/t-cemのほと
んどはこの省エネ設備の導入によるもので、｢熱エネルギー代替廃棄
物の使用拡大｣による削減はスライド5枚目にお示したように受入れ余
力はあるものの、廃棄物の調達が困難であるとの想定から、削減目
標の占める割合は低くなっております。

NO. 指 摘 回 答

現時点では2030年の活動量が設定されていません
が、今後その具体的な想定を明らかにしていただき
たいと思います。

・政府より公表されている生産量見通しとしては、2012年6月19日に開
催された総合資源エネルギー調査会/基本問題委員会（第27回）のエ
ネルギー・ミックスの原案で示されている「成長戦略ケース」と「慎重
ケース」における2030年の生産量見通しが、それぞれ「5,943万ｔ」
「5,173万ｔ」とが示されています。
・セメント協会では、2030年度の活動量はそれらを範囲の数字として
捉え、現状、その平均値(5,558万t)を、削減量の絶対値を試算する際
は場合の指標として採用したいと考えています。
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スライド8枚目に様々な産業や自治体から排出され
る廃棄物・副産物をセメント原料、代替エネルギーと
して有効に活用とありますが、混合セメントの利用拡
大に向けてどのような取り組みをされているか教え
てください。また、業界として普及目標のようなもの
は設けていないのでしょうか。

　コンクリートに使用されるセメントは、構造物の設計や用途等に基づ
いた施主の要望に応じて細かい発注があり、セメント会社はそれに対
応した各種セメントを提供しております。
　例えば、鉄筋コンクリートの建築物の上部躯体では、耐久性の観点
から中性化が考慮されており、ポルトランドセメントより中性化の進行
が比較的早い混合セメントを使用したコンクリートはほとんど使用され
ていないのが実情です。一方で、建築物の基礎部は上部躯体に比較
して中性化が非常に遅いことから、また、土木構造物ではグリーン調
達等の理由から、混合セメントがよく使用され、今後も使用されて行く
ものと考えられます。
　このように、求められるセメントの種類が施主によって異なり、需要
想定が困難であるため、混合セメントの数値目標は立てておりませ
ん。しかしながら、ご指摘の点は今後とも考慮に入れながら、引き続き
業界の温暖化対策を検討していきたいと存じます。

仮に、低炭素社会実行計画フェーズⅡで示す
3410MJ/t-cem以下という暫定目標を達成できな
かった場合の具体的な対応をご教示ください。

・今後、新しい枠組みが決まっていく中で必要に応じ適宜検討したいと
考えています。
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生産品目の種類が多岐にわたり、BATも多様である
と理解していますが、省エネ法に整合した目標（エネ
ルギー原単位）の設定にあたって、業界として想定
しているBATをご教示ください。

仮に、低炭素社会実行計画フェーズⅡで示す「2030
年に向け、エネルギー原単位改善率年平均1%」とい
う目標を達成できなかった場合の具体的な対応をご
教示ください。

○次期国際枠組み、ならびにそれに伴う国内政策が明確になった時
点で検討する予定でおります。

○当業界は、多種多様な事業を有しており、それに伴い工場設備の
形態も多岐にわたることから、業界共通BATの想定が難しい状況にあ
ります。このため、もし想定をするならば、対象分野の定義の仕方から
検討する必要があります。

○半導体の微細加工、組立系の空調/照明/動力は、代表例として挙
げられるかと思います。ただし、これらにおいても、導入状況等、正確
な比較を行えるものにするのは難しいと考えております。

○別紙参照

スライド８枚目右下の「国内削減貢献ポテンシャル
（2030年）」によれば、合計で約4.1億tの削減貢献ポ
テンシャルがあるとされていますが、この算定方法を
教えて頂けますでしょうか。

原単位目標だけではなく、業界としてのCO2削減総
量も示して頂けますでしょうか。

製造段階においてどのような対策技術の普及が削
減に寄与すると考えているのか教えて頂けますで
しょうか。

6ページの「生産プロセスの原単位に関する国際比
較」を興味深く拝見しております。このような個社ま
たは事業所の生産効率の分布をご教示ください。

○フォローアップ対応の業界調査において、ご指摘のデータは取得し
ておりません。
○対象製品が多種多様であり、その生産形態も多様になることから、
評価可能なかたちで分布データを示すことが困難です。

○現時点の2030年における活動量とCO2排出量の見通しは、下表の
通りです。変化の著しい業界であるため、今後、適宜、見通し値の見
直しを行ってまいります。
○なお、当業界の目標指標「原単位改善率」は、省エネ法と同様、各
社固有の活動量に基づき、評価を行っており、業界共通の活動量は
存在しないため、この見通し値は参考値となります。

電
機
・
電
子
温
暖
化
対
策
連
絡
会

NO. 指 摘 回 答

現時点では2030年の活動量が設定されていません
が、今後その具体的な想定を明らかにしていただき
たいと思います。

革新的技術の開発によって、運輸部門・産業部門・
民生部門に対してどのような効率のどのような製品
を供給することができるようになるのでしょうか、具
体的な例に基づいて、各部門、数例ずつ教えて頂け
ないでしょうか。
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2030年のグローバル削減貢献ポテンシャル 億t-CO2  
ベースライン（2005年） 

0 
0 

国内の削減貢献ポテンシャル（2030年） 億t-CO2  
削減貢献 

ポテンシャル 
主な対象製品 

発電 約1.1 火力発電, 
太陽光発電 

家電製品 約0.3 テレビ,エアコン, 
冷蔵庫, 照明器具 

ICT製品 約0.5 PC, ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ, 
ｻｰﾊﾞ, ｽﾄﾚｰｼﾞ等 
（ﾌｧｼﾘﾃｨ含む）  

ICT 
ｿﾘｭｰｼｮﾝ 

約2.2 産業, 業務, 家庭, 
運輸各部門のｻｰﾋﾞｽ 

※原子力発電はエネルギーベストミックスに伴う（想定導入量）が 
 見通せないため、試算から除外 

    

※当該製品カテゴリーにおける現時点の日系企業シェア推計分 
※※ICTソリューションのシェア推計は難しいが、10-20％程度の 
  貢献の可能性を有すると想定 

増加 

C
O

2
排

出
量

 

ベースライン
（BAU） 

低炭素/高効率
製品等（BAT） 

電気電子製品の使用時排出量 

発電（約27.7 
～29.1） 

（試算：電機・電子温暖化対策連絡会, JEITA グリーンIT委員会）  

ベースライン 
からの削減貢献 

社会全体への 
削減貢献 

グローバル削減貢献の内、日系メーカー供給分 
の削減貢献ポテンシャル（2030年） 億t-CO2  

■ 製品・サービスによる社会への貢献 （排出抑制ポテンシャルの試算例） 

家電製品 
（約11.1） 

ICTソリューション 
（約82.6） 

削減貢献 
ポテンシャル 

主な対象製品 

発電 約6.5～10.2 
 

火力発電, 
原子力発電, 
太陽光発電 

家電製品 約2.1 テレビ,エアコン, 
冷蔵庫, 照明器具 

ICT製品 約0.4 PC, ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ, 
ｻｰﾊﾞ, ｽﾄﾚｰｼﾞ等 
（ﾌｧｼﾘﾃｨ未計上）  

ICT製品（約11.3） 
ファシリティ含む 

2030年 2005年 

Q:スライド８枚目右下の「国内削減貢献ポテンシャル（2030年）」によれば、合計で約4.1億tの削減貢献
ポテンシャルがあるとされていますが、この算定方法を教えて頂けますでしょうか。 
A:次ページを参照願います。 

次ページ 
を参照 14

（電機・電子温暖化対策連絡会補足資料）



●2030年時点のCO2削減貢献量 

y 

発電電力量（TWh） 

253 313 349 
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2005 2020 2030

太陽光発電 

火力発電（LNG） 

火力発電（石炭） 

+104 

+214 

+96 

2005年からの増分＝削減貢献量
試算の対象発電電力量（TWh） 

○火力発電電力量（石炭、LNG）：エネルギーベストミックスが未定であ
ることから、公式には将来の導入量予測等も未定。従って、IEA World 
Energy Outlook 2013所収のJAPANのデータ等から試算 
2005年：IEA World Energy Outlook 2007  
2020/30年：IEA World Energy Outlook 2013 Current Policy ｼﾅﾘｵ 
 
○太陽光発電電力量：エネルギーベストミックスが未定であることから、
公式には将来の導入量予測等は未定。従って、JPEA等の導入予想等
から試算。 
2005年：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」 
2020/30年：一般社団法人太陽光発電協会（JPEA）「PV OUTLOOK 
2030（2013.12改訂）」※設備容量から効率12%で発電電力量を推計 
 
※原子力発電電力量：現時点で再稼働がないこと、将来の稼働基数や
新設等も明確になっていないため、現時点では貢献の試算を見送り。 

●年間発電電力量（火力、太陽光）の 
2005年実績および2020/2030年予測 

発電：算定の考え方 

●2030年のBAU（ベースライン）、BAT（技術革新）普及シナリオ 

BAU 
シナリオ 
＝COEFBAU 

BAT普及 
シナリオ 
＝COEFBAT 

火力発電 
（石炭） 

0.886kg-CO2/kWh※1 0.669kg-CO2/kWh※4 

火力発電（LNG） 0.476kg-CO2/kWh※2 0.35kg-CO2/kWh※5 

太陽光発電 0.632kg-CO2/kWh※3 0.0kg-CO2/kWhと見做す 
※1電力中央研究所“日本の発電技術のライフサイクルCO2排出量評価（2010.7） 
  発電燃料燃焼部分（直接分）のみ”より算定 
※2電力中央研究所“日本の発電技術のライフサイクルCO2排出量評価（2010.7） 
  発電燃料燃焼部分（直接分）のみ”より算定 
※3電力中央研究所“日本の発電技術のライフサイクルCO2排出量評価（2010.7）より 
   国内調整電源平均を算定 
※4 IEA “Energy Technology Perspectives 2012”より、A-USC（Advance ultra-Supercritical)の値を算定 
※5 IEA “Energy Technology Perspectives 2012”より、NGCC（Triple pressure reheat)の値を算定 

BAUシナリオCO2排出量（BAUE2030） 
=発電電力量（2030年予測-2005年実績）×COEFBAU 
 
BAT普及シナリオCO2排出量（BATE2030） 
=発電電力量（2030年予測-2005年実績）×COEFBAT 
 
CO2排出削減貢献量（ER） 
＝BAUE（2030）-BATE（2030） 
 
火力発電（石炭、LNG）、太陽光発電で計 1.1億t-CO2 

太陽光発電 

火力発電（LNG） 

火力発電（石炭） 
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5480万t削減 

●ICTソリューション 
 JEITAグリーンIT委員会 グリーン IT 推進協議会調査分析委員会 ITソリューションによる社会全体の省エネ貢献量報告書 2013.2 

2005 2030 
ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 

2030 
技術革新 

2005 2030 
ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 

2030 
技術革新 

●対象製品毎に、エネルギー削減効果を予測 

家電 
製品 
(4製品) 

●家電製品（4製品：テレビ、エアコン、冷蔵庫、照明機器）、ICT製品（5製品：PC、ディスプレイ、サーバ、ストレージ、ルータ＋ファシリティ） 
 JEITAグリーンIT委員会 グリーン IT 推進協議会調査分析委員会 報告書 (2008 年度～ 2012年度) 2013.2 

家電製品、ICT製品、ICTソリューション：算定の考え方 

●2030年時点のCO2削減貢献量 
電力CO2排出係数は0.40kg-CO2/kWhと仮定して試算 

※グリーン IT 推進協議会の報告書では2025年、2050年のエネルギー削減効果を試算。 
今回の試算では、同報告書の試算結果から３次スプライン補間法にて2030年の削減量を試算。 

ICT 
製品 
(5製品) 
＋ 
ﾌｧｼﾘﾃｨ 

http://home.jeita.or.jp/greenit-pc/activity/reporting/110628/pdf/survey02.pdf 
 ●ITソリューションによるCO2排出抑制効果の算定 

  （考え方） 

※グリーン IT 推進協議会の報告書では2025年、 
2050年のエネルギー削減効果を試算。今回の 
試算では、同報告書の試算結から３次スプライン 
補間法にて2030年の削減量を試算。 

http://home.jeita.or.jp/greenit-pc/activity/reporting/110628/pdf/survey01.pdf 
 

●2030年時点のCO2削減貢献量 
電力CO2排出係数は0.40kg-CO2/kWh 
と仮定して試算 
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Q:革新的技術の開発によって、運輸部門・産業部門・民生部門に対してどのような効率のどのような 
製品を供給することができるようになるのでしょうか、具体的な例に基づいて、各部門、数例ずつ教えて
頂けないでしょうか。 

A:電機・電子業界は、政府による「環境エネルギー技術革新計画」や「エネルギー関係技術開発ロード
マップ」等の実行に向けて、積極的に協力していきます。 

出典：経済産業省「Cool Earth －エネルギー革新技術計画(2008)」の説明資料から抜粋し、 
           電機・電子温暖化対策連絡会で作成 

エネルギー需給の両面で、電気・電子機器及びシステムの革新的技術開発の推進が期待されている 

次ページに例示 
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技術開発ロードマップの出典：エネルギー関係技術開発ロードマップ（案） 
平成26年11月 経済産業省 

産業分野 

技術開発
ロード 
マップ 

○現在は半導体デバイスの材料にＳｉ（ケイ素）を用いたものが主流で、インバータ等の装置に組込み、スイッチングにより電力
制御を行う。インバータを搭載したことにより、エアコンでは約30%、鉄道では約50%の消費電力を削減している。 
○今後、パワエレの適用範囲拡大には、より大容量化（高電圧化と大電流化）が、また、より高効率化を図る上ではスイッチン
グの高速動作（高周波化）が求められる。これらの実現には、Ｓｉより化合物半導体が有利とされ、大容量化にはＳｉＣ（炭化ケイ
素）が、高周波化にはGaN（窒化ガリウム）が、次世代材料として期待されている。 
○国家プロジェクト「次世代パワーエレクトロニクス技術開発プロジェクト（経済産業省）」による技術開発を加速。 

民生分野 

●半導体照明 
  （SSL） 2016年 2020年 2014年 

2014年 2020年 2030年 2050年 

SiCデバイス 次世代ウェハ技術、次世代デバイス技術、モジュール化 

●革新的デバイス 
 （パワエレ） 

GaNデバイス 次世代ウェハ技術、次世代デバイス技術 

Siデバイス 性能限界突破実証、デバイス技術 

新材料デバイス 高品質・大口径単結晶成長、デバイス技術 

100%  
フロー 
 

 

住宅用 
 
 

全分野 

65％ 

100% 60％ 

 

ストック 50% 7％ 

 
SSL器具

占有率
（数量） 
目標 
※特殊用途
除く 

○既存の性能のLED照明製品の普及は進展している。さらに、高効率次世代照明として、高効率LEDおよび有機EL照明の 
発光効率等の性能向上が期待されている。 
○ストック市場のSSL化推進の加速、有機ELなど新光源による新たな用途、市場開拓が重要。 
 

SSL器具占有率目標の出典：照明成長戦略2020 
平成26年9月 一般社団法人照明工業会 18



運輸分野 

技術開発
ロード 
マップ 

2014年 2020年 2030年 2050年 

PHV 
用電池 

●次世代自動車 
 用Li電池等 

コスト 

 30～50Wh/kg           200Wh/kg 

 10～15万円/kWh         2万円/kWh 

 60～100Wh/kg           250Wh/kg                                 500Wh/kg              700Wh/kg 

   7～10万円/kWh           2万円以下/kWh          約1万円/kWh    約5千円/kWh 

 

エネルギー 
密度 

EV 
用電池 

エネルギー 
密度 

○既に製品化はされているものの、EV・PHVのさらなる普及のために、Li電池等の高性能化および低コスト化に関する技術 
開発等が推進されている。 
○国家プロジェクト「蓄電池材料評価基盤技術開発プロジェクト（経済産業省）」では、関連する各材料メーカー、電池メーカー、
大学等研究機関による産官学での技術開発を加速。 

コスト 

技術開発ロードマップの出典：エネルギー関係技術開発ロードマップ（案） 
平成26年11月 経済産業省 
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プロジェクト名 
CO2削減見込み 

2020年     2030年 
産業 民生 運輸 

① クリーンデバイス多用途実装戦略事業 - 約450万tCO2 ○ ○ 

② 次世代スマートデバイス開発プロジェクト - 約410万tCO2 ○ ○ 

③ 
超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム 
技術開発 

- 約5,205万tCO2 ○ ○ 

④ 
革新的低消費電力型インタラクティブディスプレイ 
プロジェクト 

約6.6万tCO2 約144万tCO2 ○ ○ 

⑤ ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 約25万tCO2 約444万tCO2 ○ ○ 

⑥ 次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト 約1,000万tCO2 約2,700万tCO2 ○ ○ 

⑦ 次世代パワーエレクトロニクス技術開発プロジェクト - 約1,511万tCO2 ○ ○ ○ 

⑧ 
革新的印刷技術による省エネ型電子デバイス 
製造プロセス開発 

- 約403万tCO2 ○ 

⑨ 蓄電池材料評価基盤技術開発プロジェクト 約116万tCO2 ○ ○ 

⑩ 次世代材料評価基盤技術開発プロジェクト 約2,310万tCO2 ○ 

○国家プロジェクトによる技術開発の加速と活用 
 

出典：経済産業省 

参考 

関連分野 

20





1

2

3

4

日
本
自
動
車
工
業
会
・
日
本
自
動
車
車
体
工
業
会

スライド２枚目の前提条件の根拠を教えてください。 次項参照

NO. 指 摘 回 答

2ページに「目標設定の考え方」として、様々な前提
条件が記載されていますが、この前提条件を設定し
た根拠とそれに関する資料をご教示ください。関連し
て、自動車生産時に排出するCO2削減の目標（90年
度比33％削減）において、業界として想定している
BATをご教示ください。

①2030年生産台数1,170万台
2030年時点の世界自動車需要は、IEAのETP2012の予測値では
13,000万台と見込まれ、基本的に現地生産は進むが、新興国の旺盛
な需要に対応すべく、世界各国での分散生産体制がとられることから
国内生産台数は維持するものと見込まれる。2020 年同様、リーマン
ショック以前の2007年度水準ﾚﾍﾞﾙ（四輪生産1,170 万台ﾚﾍﾞﾙ）を想
定。
②2030年次世代車普及率45％
（次世代自動車戦略2010乗用車車種別普及目標（政府目標）より：注
1）
③省エネ努力　167万ｔ-CO2
次項ご参照
（ ④電力改善　101万ｔ-CO2：注2 ）
2005年度4.23ｔ/万ｋWh （実績） → 2020年3.30ｔ/万ｋWh （2010.06.17環
境省・中央環境審議会・地球環境部会・中長期ロードマップ小委員会
等での電事連プレゼン資料より震災前経団連指定）
注1：クリーンディーゼル車を除く次世代車普及率45％で試算。
注2：電力係数の見通しが見直された段階で、それに応じ目標値を見
直す。
BATは次項の設備等を想定

仮に、低炭素社会実行計画フェーズⅡの目標を達
成できなかった場合の具体的な対応をご教示くださ
い。

国際枠組み交渉が進んでいること、国内クレジットの動向を見定める
必要もあり、２０１６年レビュー時に検討したい。

省エネ努力による削減量の内訳を教えて頂けます
でしょうか。また、導入する技術と削減量を示して頂
けますでしょうか。

＜2005～2030年の削減量＞
高性能ボイラ、モータインバータ化、高性能工業炉といった工場設備
の改善で85.1万トン
運用管理の改善　21.2万トン
革新的技術開発(Wet on Wet 塗装、アルミダイキャトストのホットメタ
ル化等)で53万トン
オフィス・研究所での対策で7.5万トン
を、見込んでいる。
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